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1.障がい者雇用に関する経営実態調査概要
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1.障がい者雇用に関する経営実態調査について

経営・マネジメントに特化した、障がい者に係る調査を毎年かつ継続的に実施させて頂きたい

障がい者の
経営・マネジメントに
特化した調査

経年で定点観測
できるデータ

（変化・潮流の把握）

経営戦略、
マネジメント方針の
検討に役立つ

経営トップ、
親会社との対話の
材料を提供

制度改正や
社会的関心の
契機になる
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1.障がい者雇用に関する経営実態調査について

昨年に引き続き、特例子会社向け調査、上場企業向け調査を実施

アンケート調査 実施概要

特例子会社向け調査 上場企業向け調査 （4分類で実施）

回答社数：１６９社
（回収率：約４１．３％）

実施時期：2016年7～9月
実施方法：郵送法

特例あり＆自社雇用あり

21社
（9.０%）

特例なし＆自社雇用あり

154社
（66.1％）

特例あり＆自社雇用なし

5社
（2.1%）

特例なし＆自社雇用なし

53社
（22.7%）

回答社数：２３３社
（回収率：約７．１％）

注記）
住所不明などの理由で全ての対象事業者に調査票を
配布できたわけではありません。
四捨五入の関係で、設問によっては、回答の合計が
100％になっていない場合があります。
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1.障がい者雇用に関する経営実態調査について

具体的な現状や企業の課題・工夫を知るために事例調査も実施

先進企業事例 実施概要

実施時期：2016年4月～8月
実施方法：訪問によるインタビュー及び実地見学

特例子会社＋一般企業 等
（計7社）

1. 特例子会社の概要・位置づけについて

2. 特例子会社の経営・運営について

3. 経営・運営上の課題・ボトルネックについて

4. 人材マネジメント上の現状・課題について

5. 特例子会社・障がい者雇用に関して期待する調査や情報発信について 等
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2.障がい者雇用企業の概況
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2.障がい者雇用企業の概況

民間企業で雇用されている障がい者数は、増加傾向にある

54 57 61 69 75 83 90 97

229 238 251
266 268 272

284
291

304
313

320

34270

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

131086

2005 2006

22

20122007 2008 2009

17

2011

4

2010

48

2014 2015

2
44

0
40

2013

民間企業における障がい者雇用状況の推移

出所）障害者雇用状況の集計結果（厚生労働省）よりNRI作成

※障がい者数は、法律に基づき、重度障がい者のダブルカウントおよび短時間労働者の0.5カウントを考慮した後の数字を記載している

民間企業で雇用されている
障がい者数（千人）

身体障がい者数 精神障がい者数知的障がい者数
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2.障がい者雇用企業の概況

特例子会社の数は、直近の10年間で倍増している
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8.169

3.721
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50
2.932

242
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7.107
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特例子会社における障がい者雇用状況の推移

出所）障害者雇用状況の集計結果（厚生労働省）よりNRI作成

※障がい者数は、法律に基づき、重度障がい者のダブルカウントおよび短時間労働者の0.5カウントを考慮した後の数字を記載している

特例子会社で雇用されている
障がい者数（人）

特例子会社数（社）

2倍以上

特例子会社数 精神障がい者数知的障がい者数身体障がい者数
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2.2%以上

2.0%以上~2.2%未満

1.8%以上~2.0%未満

0%より大きく1.8%未満

0%

2.障がい者雇用企業の概況

障がい者を自社雇用している上場企業では、特例子会社を持つか持たないかにより、
法定雇用率を満たす企業の割合が大きく異なる

※「0%」は回答者なし

14%

30%

25%

30%

0%

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

（N=146）

上場企業各社の障がい者雇用率

43%

38%

10%

10%
0%

（N=21）

特例あり＆自社雇用ありの上場企業特例なし＆自社雇用ありの上場企業
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2.障がい者雇用企業の概況

働く障がい者の平均年齢について、約8割の特例子会社は30代以下であるのに対して、
上場企業では、40代以上の企業が半数以上を占めている

0%
2%

16%

53%

30%

0%

61歳以上

50代

40代

30代

20代

20歳以下

特例子会社上場企業

0%14%

40%

35%

12%
0%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016

（N=146） （N=167）

働く障がい者の平均年齢（特例子会社/上場企業）

平均年齢40代以上

約54%

平均年齢30代以下

約83%
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2.障がい者雇用企業の概況

働く障がい者の業務内容は、上場企業と特例子会社でほとんど違いが見られない

21%

24%

28%

15%

情報システム

物流

製造

清掃、管理
44%

46%

69%

78%

15%

20%

事務補助

特例子会社（N=169）上場企業（N=86）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016

働く障がい者の業務内容（特例子会社/上場企業）
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3.障がい者雇用企業が抱える課題
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3.障がい者雇用企業が抱える課題

経営に関する課題についての回答状況をみると、
上場企業では、人材および業務に関する課題意識が高い

1%

法定雇用率の維持・達成のために必要となる
障がい者採用数の増加

会社としての仕組みづくり（賃金テーブルの決定等）

10%

コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等）

3%

特に課題は感じていない

21%

56%

10%

サービス・商品の価値向上

新規事業・サービス・商品の開発 0%

各部署から依頼される業務量の維持・増加 14%

14%

12%関係支援機関（特別支援学校を含む）との連携強化

2%

2%

業務改善（効率化、標準化）

売上拡大に向けた社外・グループ外営業

指導員の人材確保・育成 29%

貴社で働く障がい者の人材確保・育成 51%

売上拡大に向けた社内・グループ内営業

その他

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、2016

経営に関する課題（上場企業）

（N=154）

人
材

業
務

給
与
・
そ
の
他
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3.障がい者雇用企業が抱える課題

特例子会社においても、上場企業と同様の傾向が見られる

14%

サービス・商品の価値向上 7%

売上拡大に向けた社外・グループ外営業

11%

親会社との情報・課題の共有 12%

会社としての仕組みづくり（賃金テーブルの決定等）

0%

コスト削減（指導員の人件費、運営コスト等） 5%

関係支援機関（特別支援学校を含む）との連携強化

8%

業務改善（効率化、標準化） 13%

売上拡大に向けた社内・グループ内営業 18%

新規事業・サービス・商品の開発 22%

親会社から発注される業務量の維持・増加 45%

後継の経営者の人材確保・育成 11%

親会社から期待される障がい者の採用数増加 16%

指導員の人材確保・育成 49%

貴社で働く障がい者の人材確保・育成 53%

その他 2%

特に課題は感じていない

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、2016

経営に関する課題（特例子会社）

（N=167）

人
材

業
務

給
与
・
そ
の
他
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3.障がい者雇用企業が抱える課題

以下の3点に絞って、障がい者雇用企業が抱える課題についての深掘りをしていく

1 2 3採用について 業務量の維持・
拡大について

給与設定について
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①採用について

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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特例子会社においては、企業年齢が若くなるにつれて、
従業員の中で知的・精神障がい者が占める割合が最も多い企業が増加している

9%

38%

45%

24%

55%

10%

8%

13%

27%

8%

10%

36%

79%

37%

37%

42%

2%

8%

0%

0%

3%

0%

2011年以降に認定(N=52)

2000年代に認定(N=71)

1980年代以前に認定(N=11)

上場企業（N=154)

3%

1990年代に認定(N=33) 3% 3%

知的 身体 障がいなし傾向なし（※）精神

従業員に占める割合が最も高い障がい種別（特例子会社/上場企業）

特
例
子
会
社

上
場
企
業

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

※傾向なしとは、各障がい種別の割合に傾向がないものを指す。 例）身体：50%、知的：50%

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016
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採用実績を見ても、身体障がい者に比べて知的・精神障がい者の採用率は高い

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

過去3年間の採用実績（特例子会社）

60%

78%

67%

47%

46%

35%

18%

29%

43%

47%

11%

6%

知的障がい者（軽度・中度）
(N=161)

4%

知的障がい者（重度）
(N=159)

4%

身体障がい者（軽度・中度）
(N=156)

身体障がい者（重度）
(N=155)

精神障がい者
(N=157)

4%

採用したかったが、できなかった

採用した

採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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上場企業においても、半数近くの企業が知的（軽度・中度）、精神障がい者を採用している

11%

44%

46%

17%

16%

10%

8%

6%

38%

29%

79%

47%

48%

55%

45%

知的障がい者（軽度・中度）
(N=144)

知的障がい者（重度）
(N=138)

身体障がい者（軽度・中度）
(N=146)

身体障がい者（重度）
(N=144)

精神障がい者
(N=149)

採用したかったが、できなかった

採用する予定がなかったため、採用しなかった

採用した

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

過去3年間の採用実績（上場企業）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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企業と障がい者の相互理解を促進できるトライアル雇用は、
上場企業においては４割、特例子会社においては７割の企業で導入されている

27%

73%

トライアル雇用等の一時的な受け入れをしていない

トライアル雇用等の一時的な受け入れをしている

トライアル雇用等の一時的な受け入れの有無（特例子会社/上場企業）

上場企業
（N=134）

特例子会社
（N=169）

61%

39%

※トライアル雇用とは、厚生労働省の障害者トライアル雇用奨励金の対象で、
求職者の適性や業務遂行可能性を見極め、求職者と企業の相互理解を促進するための期間に定めのある雇用のことをさします。
企業が社員を採用する前に同様の理由で雇用期契約の最初の数ヶ月行う試用期間とは異なります。

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016
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②業務量の維持・拡大について

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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特例子会社における、平均的な年間の収入構成を見ると、
グループ適用内の企業からの売上が8割以上を占める (昨年度アンケート結果より)

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

中央値 平均値 最大値 最小値

グループ適用内の企業からの売上(包括契約） 83.7 60.1 100.0 0.0

グループ適用内の企業からの売上（個別契約） 20.0 25.6 100.0 0.0

グループ適用外のグループ会社からの売上 0.0 2.8 50.0 0.0

その他企業からの売上 2.0 3.7 50.0 0.0

助成金や補助金 6.0 7.5 71.0 0.0

その他 0.0 0.5 47.0 0.0

直近の決算年度における年間の収入構成の平均値（2015年度/特例子会社）

7%
0%

4%

60%
26%

3%

（N=119）

その他企業からの売上

助成金や補助金

その他

グループ適用内の企業(※)からの売上(包括契約）

グループ適用内の企業(※)からの売上（個別契約）

グループ適用外のグループ会社(※)からの売上

※グループ適用内の企業とは、実雇用を親会社に合算して算出することが出来る、親会社の関係会社のことを指す。

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2015
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収入金額の傾向から、グループ適用内の企業からの売上が今後も増えていくことが予想される

12%

11%

13%

25%

24%

25%

58%

57%

20%

67%

9%

9%

38%

10%

17%

35%

43%

12%

13%

17%

32%

27%

8% 0%

3%

1%
グループ適用内の企業（※）からの売上

（個別契約）
(N=145)

6%

その他企業からの売上
(N=140)

助成金や補助金
(N=164)

その他
(N=12)

0%

グループ適用外のグループ会社（※）からの売上
(N=139)

4%

グループ適用内の企業（※）からの売上
（包括契約）
(N=161)

4%

減少している/なくなった

どちらかというと減少している

変わらない

どちらかというと増加している

増加している

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

収入金額の傾向（特例子会社）

※グループ適用内の企業とは、実雇用を親会社に合算して算出することが出来る、親会社の関係会社のことを指す。

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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特例子会社は、親会社の社員の意向に影響を受けやすい、
「自発的な業務依頼」・「ボトムアップ」・「トップダウン」での業務の切り出し方が目立つ

33%

8%

56%

54%

その他
5%

10%

特に障がい者向けの業務であると意識して、
業務を切り出していない 19%

ボトムアップ

社員から自発的に業務依頼が持ち込まれる
14%

トップダウン
（経営陣からの指示）

27%

一定の業務切り出し基準に準拠
17%

38%

34%

業務の切り出し方（特例子会社/上場企業）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

赤字：上場企業の割合＜特例子会社の割合

青字：特例子会社の割合＜上場企業の割合

特例子会社(N=168)上場企業(N=86)

依頼する社員の意向に
影響を受けやすい

依頼する社員の意向に
影響を受けにくい

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016
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特例子会社は、親会社の社員が、
“特例子会社に業務を依頼しよう”
と思うようなインセンティブを与えられているのだろうか
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３割の特例子会社が、業務発注時、「特に発注促進策はない」と答えた

一定期間・一定量は、無料で業務を引き受ける

その他 6%

30%

依頼した業務に加えて、何らかの価値がある別のサービスを提供する 10%

外部民間企業に委託するよりも、処理時間が早い

貴社サービスの活用度を、人事評価に反映させる 0%

各部署が最低額以上の業務を発注しなければ、
その部署が損をする仕組みを導入している

2%

外部の競合企業に委託した場合よりも、
同水準もしくは低価格で業務を請け負う

38%

16%

人事評価以外で、貴社サービスの活用度を、社内評価に反映させる 4%

特に発注促進策はない

20%

13%貴社ができない業務も一度全て受託し、貴社側で外部委託の手続きを代行する

32%外部民間企業に委託するよりも、事務手続き等の手間が少ない

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

業務発注時の発注促進策（特例子会社）

価
格

事
務
手
続

評
価

そ
の
他

（N=165）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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③給与設定について

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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上場企業は150~500万円まで平均年収にばらつきがあるが、
特例子会社は100~250万円がボリュームゾーンとなっている

上場企業
（N=134）

特例子会社
（N=167）

11%

22%

34%

1%
3%

7%

0%
0%

22%

1%
0%

301～350万円

251～300万円

201～250万円

451万円～500万円

401～450万円

351～400万円

500万円以上

151～200万円

101～150万円

51～100万円

1～50万円

7%4%
0%

11%

9%

12%
12%

12%

13%

15%

5%

働く障がい者の平均年収（特例子会社/上場企業）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

平均年収が

100~250万円
の企業が、全体の

約3/4を占める

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016
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現状の給与制度の設定方針として、
上場企業では４割、特例子会社では９割が最低賃金を考慮している

貴社で働く障がい者が持つ能力に応じて設定

86%

20%

最低賃金を考慮して設定

貴社で働く障がい者の仕事の成果に応じて設定 40%

貴社で働く障がい者が自立した生活が出来るように設定

53%

親会社の給与水準と整合がとれるように設定 11%

現状の給与設定の方針

貴社で働く障がい者が自立した生活が出来るように設定

貴社で働く障がい者の仕事の成果に応じて設定

11%

28%

貴社で働く障がい者が持つ能力に応じて設定 37%

最低賃金を考慮して設定 39%

貴社の給与水準と整合がとれるように設定 45%

特
例
子
会
社

上
場
企
業

（N=168）

（N=152）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016
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設定方針としては「最低賃金」を考慮している
障がい者雇用企業が多かったが、
社員ひとりひとりの給与設定はどのように行っているのか？
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アンケートで用いた給与設定の方法は、「 属人給 」と「 仕事給 」

年齢や勤続年、
学歴等の属人的要素によって

決定される給与

仕事や役割、パフォーマンスによって
決定される給与

属人給 仕事給

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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※ 回答企業のうち、合計値が100であった企業のみを集計

半数近くの特例子会社が、仕事給のみを評価基準として、給与設定している

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

（仕事給の導入割合）

（N=151）

仕事給の導入割合（特例子会社）

16%

6%

4%

6%

2%

6%

5%
7%

1%
4%

42%

~0%

~10%

~20%

~30%

~40%

~50%

~60%

~70%

~90%

~100%

~80%

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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※ 回答企業のうち、合計値が100であった企業のみを集計

上場企業においても、約半数の企業で、仕事給の導入割合が属人給を上回っている

出所）障害者雇用に関する実態調査結果、野村総合研究所、2016

（属人給と仕事給の導入割合）

（N=153）

仕事給の導入割合（上場企業）

19%

15%

8%

20%

29%

5%
4%

属人給の割合の方が高い

どちらかというと属人給の割合の方が高い

属人給と仕事給の割合が同程度

どちらかというと仕事給の割合の方が高い

仕事給の割合の方が高い

分からない

その他

採用
業務量
維持・拡大

給与設定
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実際に評価基準の中身を見てみると、
障がい者雇用企業全体で、成果物を基準として給与を設定している企業が多い

28%

32%

12%

9%
その他

45%

44%

仕事給を導入していない
20%

8%

リーダー等の役割への従事

効率性

成果物
57%

64%

42%

49%

勤務態度

仕事給の評価基準（特例子会社/上場企業）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

上場企業（N=149） 特例子会社（N=158）

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 35

現時点では仕事給の導入割合が低い障がい者雇用企業も、
今後は成果に応じた給与設定をしようとしている

貴社/意識する他社の給与水準と合うように設定
8%

15%

8%

17%
貴社で働く障がい者が持つ能力に応じて設定

22%

貴社で働く障がい者が自立した生活が出来るように設定
20%

最低賃金を考慮して設定
25%

29%

8%

25%
貴社で働く障がい者の仕事の成果に応じて設定

今後の給与設定の方針
（仕事給よりも属人給の導入割合の方が高い上場企業 / 仕事給の導入割合が50%未満の特例子会社）

採用
業務量
維持・拡大

給与設定

特例子会社（N=51)上場企業（N=52)

出所）障害者雇用及び特例子会社の経営に関する実態調査結果、障害者雇用に関する実態調査結果野村総合研究所、2016
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本パートのまとめ

採用について

知的・精神障がい者の採用数が上昇している
トライアル雇用等の、知的・精神障がい者の採用に際する対策を行っている障害者雇用企業は、
上場企業で約4割、特例子会社では約7割にまで達している

業務量の維持・拡大について

グループ適用内の企業からの売上が、今後も増加していくと予想される
特に特例子会社においては、親会社の社員の意向に影響を受けやすい業務の切り出し方が目
立つ

まだ発注促進についての対策を行っていない企業が約3割存在する

給与設定について

約８割もの特例子会社が、給与設定の評価基準としてパフォーマンスを考慮した給与体系（仕
事給）を導入している

障がい者の給与設定方針においても、今後パフォーマンス（特に成果物）が重視されることが予
想される


